
１ 都民の交通行動

２ 地域公共交通に係る問題

３ 支援制度

４ 先進事例と技術革新の動き
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地域公共交通の現状と課題



（１）公共交通機関の利用者の減少➀

• 東京都の人口は2025（令和7）年をピークに減少し、東京は本格的な人口減少時代に突入する。
• 急激な生産年齢人口の減少、高齢者人口の増加が予測されている。
• 後期高齢者の増加率（2015年→2025年）は37.6%で全国12位である一方、増加数は54.0万人と推計され、

全国１位である。

２ 地域公共交通に係る問題
（１）公共交通機関の利用者の減少
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出典：高齢者の居住安定確保プラン（平成30年3月/東京都住宅政策本部）

※ （）内は総人口（1985年～2015年）の総数は年齢不詳を含む。高齢化の算出には分母から年齢不詳を
除いている。）。１万人未満を四捨五入しているため、内訳の合計値と一致しない場合がある。

資料：総務省「国勢調査」［1985年～2015年］、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
（平成29年４月）［2020年～2040年の高齢化率（国）］、東京都政策企画局による推計（平成28年12
月）［2020年～2040年］

東京都の人口の推移と推計

後期高齢者人口（75 歳以上）の増加率・増加数の推計値
（2015(平成27)年→2025(令和7)年）

出典：高齢者の居住安定確保プラン（平成30年3月/東京都住宅政策本部）に東京都加筆

資料：平成27年国勢調査（総務省）
日本の地域別将来推計人口（平成25年/国立社会保障・人口問題研究所）



（１）公共交通機関の利用者の減少②

• 将来人口推計を地域別にみると、とりわけ、多摩西部、多摩南部等のエリアでは外出率の高い生産年齢
人口の減少が著しく、公共交通ネットワークの維持が困難になる恐れがある。

• 長期的にみれば、東京都においても、人口減少と外出率の低下とが相まって、交通事業者の収支が悪化
し、サービス水準の維持が困難になる可能性がある。
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２ 地域公共交通に係る問題
（１）公共交通機関の利用者の減少

資料：国土交通省国土政策局推計を基に東京都作成

2020年から2040年にかけての生産年齢人口の増減比 年齢階層別の外出率（再掲）

資料：平成30年第６回東京都市圏パーソントリップ調査を基に東京都作成



鉄道駅800m圏域（平坦な地域）

バス停（30本/日以上）300m圏域（平坦な地域）

鉄道駅800m圏域（急峻な地域）

バス停（30本/日以上）300m圏域（急峻な地域）

圏域外

鉄道ネットワーク

鉄道駅

バスネットワーク

バス停（30本/日以上）

交通不便地域

（２）交通不便地域の存在➀

• 多摩広域拠点域の一部や自然環境共生域に、公共交通へのアクセスが不便な、交通不便地域の広がりが
見られる。

• 交通不便地域内の人口は区部で66万人、多摩地域で145万人に上る。

交通不便地域の現況

２ 地域公共交通に係る問題
（２）交通不便地域の存在
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※この図における交通不便地域は、平均傾斜角度が2%以上の急峻な地形のエリア、
又は、鉄道駅800m、バス停（30本/日以上）300m圏域外のエリア

資料：平成22年国勢調査と国土数値情報を基に東京都作成



平成27年国勢調査250mメッシュ 高齢化率

（２）交通不便地域の存在②

• 区部北部東部に高齢化率が高いエリアが見られる。
• 多摩部において、高齢化率が高い地域と起伏の激しい丘陵地とが重なるエリア複数存在する。
• こうしたエリアの多くは交通不便地域になっており、高齢者の生活の足の確保が重要である。

２ 地域公共交通に係る問題
（２）交通不便地域の存在

2-12

東京都内の起伏と高齢化率の状況

資料：平成27年国勢調と基盤地図情報を基に東京都作成



（３）運転免許返納に対する不安

• 高齢者の移動手段として自動車を使用するトリップは増加傾向にある。特に後期高齢者の増加率が高い
• 高齢者が自身で運転するトリップは、多摩西部にいくに従って高くなる傾向にあり、高齢者であっても

自家用車を運転せざるを得ない状況にあることが確認できる。
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資料：平成30年第6回東京都市圏パーソントリップ調査を基に東京都作成

高齢者の自動車ネット原単位※（東京圏） 高齢者の自分自身での運転の自動車ネット原単位※

２ 地域公共交通に係る問題
（３）運転免許返納に対する不安
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※ ここでいう自動車ネット原単位とは、自動車で移動したトリッ
プ数の総計を、外出した人１人1日あたりの値に換算したもの



（４）行政界を越える移動需要への対応

• 東京都においては昼夜間人口比が100前後である自治体の割合が全国と比べて少なく、行政の区域を越
える移動が多いものと推察される。

• 約半数の区市町村が行政界を超える交通需要に対して、地域公共交通の充実の必要性があると回答して
いる。

• 市街地が広域に連坦する東京都においては、行政界に捉われない地域公共交通ネットワークの形成が必
要である。

２ 地域公共交通に係る問題
（４）行政界を越える移動需要への対応

2-14

必要性あり

49%

必要性なし

51%

グラフ タイトル 1 2

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

全国 東京

都内基礎自治体のアンケート調査結果

資料：平成27年国勢調査を基に東京都作成

※ 全国のデータからは、調査時点で福島第一原子力発電所の事故に伴う
「警戒区域」に指定されていた基礎自治体を除外して集計

問：行政界を超える交通需要に対して、地域公共交通を
充実させる必要性があるか

資料：令和２年５月アンケート調査を基に東京都作成

昼夜間人口比別の基礎自治体割合

注：令和２年５月に実施した区市町村アンケートに対して、
回答のあった都内56区市町村の情報に基づき集計している。
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（５）財政負担の増加

• 国による地域内フィーダー系統補助については、活用自治体数、要望額ともに増加傾向にある一方、執
行額は横ばいの状況にある。

• 都内の区市町村による財政負担額は増加傾向にあり、特に市町村部でその傾向が著しい。
• 今後、公共交通利用者の減少等により、区市町村の負担額がさらに増加する恐れがある。

２ 地域公共交通に係る問題
（５）財政負担の増加
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出典：地域の公共交通の確保に向けた支援（令和元年11月/国土交通省）
に東京都加筆

都内基礎自治体のコミュニティバス等※に係る
年度別補助額・委託額実績

（百万円）

資料：令和２年５月アンケート調査を基に東京都作成

※民間路線バス・コミュニティバス・乗合タクシー（スクールバス、
病院送迎については、一般旅客との混乗をする場合）のうち、区市
町村が何らかの金銭的支援をしている交通

注：令和２年５月に実施した区市町村アンケートに対して、
回答のあった都内56区市町村の情報に基づき集計している。
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（６）交通サービスの担い手不足

• 自動車運転の職業の有効求人倍率は他の職業と比較して近年の上昇率が著しく、交通サービスを担う労
働者不足は深刻

• 長時間拘束、低賃金等の過酷な労働環境が一因と考えられ、今後、労働人口の減少が見込まれる中で、
交通事業の担い手確保はより困難な状況になる可能性がある。
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２ 地域公共交通に係る問題
（６）交通サービスの担い手不足

出典：令和元年度交通の動向（令和元年６月/国土交通省）に東京都加筆

職業別有効求人倍率（パートタイムを除く常用）の推移（全国）

産業別常用労働者一人平均月間実労働時間（2014年） 産業別の年間所得額（2015年）



（７）新型コロナウィルスへの対応①

• 緊急事態宣言前における駅利用状況を100とした場合（2020/2/17の週）、緊急事態宣言解除後約3ヶ月
が経過しても約7割の回復に留まっている。

• 全国の乗合バス事業者の回答によると、一般路線バスの８月の輸送人員は前年同月比26.7％減となって
いる。９月以降はやや改善を見込んでいるが、引き続き厳しい状況が続いている。
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２ 地域公共交通に係る問題
（７）新型コロナウイルスへの対応

テレワーク・時差出勤呼びかけ後のピーク時間帯の駅利用状況推移

出典：駅の利用状況（首都圏・関西圏:
速報値）（令和２年９月/国土交
通省）に東京都加筆

出典：新型コロナウイルス感染症による関係業界への影響について
（令和２年８月31日時点調査）（令和２年９月/国土交通省）

乗合バスの輸送人員（前年同月比,９・10月は見込み）

※調査方法：乗合バス事業者240者に対して業界団体を通して影響を調査

※ JR（JR東日本、JR西日本）、大手民鉄（東武、西
武、京成、京王、小田急、東急、京急、東京メト
ロ、相鉄、近鉄、南海、京阪、阪急、阪神）の主な
ターミナル駅における平日ピーク時間帯の自動改札
出場者数の減少率の平均値

※ 数値は、呼びかけ前を100とした場合の指数
※ 「呼びかけ前」は、２月17日の週の特定日
※ ピーク時間帯は、各駅において7：30～9：30の間

の１時間で最も利用者が多い時間帯
※ 主なターミナル駅は、以下のとおり
※ 首都圏：東京、新宿、渋谷、品川、池袋、高田馬

場、大手町、北千住、押上、日暮里、町田、横浜
※ 関西圏：大阪・梅田、京都、神戸三宮、難波、京橋



（７）新型コロナウィルスへの対応②

• 令和２年８月、国交省は「新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性の検討について」を公表
• 都市交通の今後の方向性として、まちづくりと一体となった総合的な交通戦略や多様な移動手段の確保

の必要性を挙げている。
• 公共交通に対する都民の意識に変化を捉えた対応が必要
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２ 地域公共交通に係る問題
（７）新型コロナウイルスへの対応

新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性の検討について

出典：新型コロナ危機を契機としたまちづくりの方向性の検討について（令和2年8月/国土交通省資料）に東京都加筆


